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※ 出典：内閣府経済財政諮問会議「２０３０年展望と改革タスクフォース報告書（参考資料集）」より作成

生産年齢人口の減少

○ 2040年にかけて、生産年齢人口の減少が加速。
○ 国際的にみても、日本の生産年齢人口の減少率は大きい。

（年）

（出所）総務省「国勢調査」、「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口
（平成24年１月推計）」により作成。（注）2016年は概算値。

（出所）日本は、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平
成24年１月推計）」、他国は、ＪＩＬ「データブック国際労働比較2016」により作成。

生産年齢人口（15歳～64歳）の伸び率

15歳～64歳人口の変化率（2015～2030年）
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労働力人口の見通し

※ 出典：内閣官房「一億総活躍国民会議（第２回 H27.11.12）」事務局提出資料、厚生労働省「平成19年度第７回雇用政策研究会（H19.11.28）」雇用政策研究会報告書（案）附属資料より作成

○ 「就業｣と｢結婚や出産・子育て｣が解決されないなど労働市場への参加が進まない場合、日本の労働力人口
は今後大きく減少（特に、2030年以降の減少は急速）。

※ 2014年実績値は総務省「労働力調査」より。
※ 2030年の労働力人口は、（独）労働政策研究会・研修機構「2007年度需給推計研究会」における推計結果をもとに、厚生労働省「雇用政策研究会」において検討したもの。
※ 2050年の労働力人口は、 2030年以降の性・年齢階級別労働力率が変わらないと仮定して、平成18年将来推計人口（中位推計）に基づき、厚生労働省社会保障担当参事官室において推計。
※ 「労働市場への参加が進まないケース」とは、性、年齢別の労働力率が2006年時点と同じ水準で推移すると仮定したケース。
※ 「労働市場への参加が進むケース」とは、各種施策を講じることにより、若者、女性、高齢者等の労働市場への参入が進むケース。

4,228

2014年
（実績値）

労働市場への参加
が進まないケース

労働市場への参加
が進むケース

2030年

2050年

6,351万人
5,584万人 6,180万人

60歳以上

30歳～
59歳

15歳～
29歳

1,234

1,044

4,074

約767万人減 約171万人減 約2,123万人減

4,228万人
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※ 出典：厚生労働省「平成29年労働経済白書」、内閣府経済財政諮問会議「２０３０年展望と改革タスクフォース報告書（参考資料集）」より作成

産業別・職種別・スキル別 就業者数の見通し

○ 2015年と2030年を比較すると、経済成長と労働参加が適切に進んだ場合には、就業者数は約161万人減少し、
産業別にみると、製造業が約160万人減少。

○ 職種別やスキル別でみると、人間的な付加価値を求められる職種では就業者が190万人増加。

※経済成長と労働参加が適切に進むケース：「日本再興戦略」を踏まえた高成長が実現し、かつ労働市場への参加が進むケース。
※経済成長と労働参加が適切に進まないケース：2016年以降は経済成長率はゼロ、かつ労働市場への参加が進まないケース。（2012年性・年齢階級別の労働力率固定ケース）

産業別・職種別・スキル別の就業者数の変化（2015年→2030年）
（※経済成長と労働参加が適切に進むケース）
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※ 出典：厚生労働省「働き方の未来２０３５：一人ひとりが輝くために（第４回 平成２８年３月１７日）参考資料）」より作成

分野別 将来の労働力需給見通し

○ 医療・福祉の就業者数が今後も上昇。
○ 現在有効求人倍率が高くなっている介護・看護・保育・建設・運輸等では、将来的にも労働力不足が生

じる見込み。

4

産業別就業者数の見通し 分野別将来の労働力需給見通し



※ 出典：国土交通省「国土のグランドデザイン２０５０（平成２６年７月４日）」参考資料より作成

都道府県別の出生率と女性の労働力率

○ １５～６４歳女性の労働力率は大都市圏が低く、地方が高い。
○ 女性の労働力率と往復通勤時間、「子どもができてからもずっと職業を持ちたい」と思う割合には相関がある。

5

「子どもができてからもずっと職業を持ちたい」と
思う女性の割合と女性の労働力率（15～64歳）

自分の配偶者には「子どもができてからもずっと職業を持ってほしい」と
思う男性の割合と女性の労働力率（15～64歳）

出典：厚生労働省「平成28年版働く女性の実情」



○ 第１子出産前後に就業を継続する割合はこれまで４割前後で推移してきたが、約５割へと上昇。特に、育児休業を取
得して就業継続した女性の割合は、昭和60～平成元年の5.7%から28.3%へ大きく上昇。他方、無職となる者も依然として
3割を上回る。

○ 一方、子育て期にある30代・40代男性の就業時間は、それぞれ15.1%・15.7%が週60時間以上（2016）であり、他の年齢
層に比べ高い水準となっており、子育てに関して協力が得られにくい状況。

出典：総務省「労働力調査」

子供の出生年別第1子出産前後の妻の就業経歴
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出
産
前
有
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第1子出産前有職者
の出産後就業状況

注：１．数値は、非農林業就業者（休業者を除く）総数に占める割合
２．2011年の値は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国結果

注：第1子が1歳以上15歳未満の初婚どうしの夫婦について集計

出典：内閣府「平成29年度版男女共同参画白書」

仕事と子育ての両立の状況
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※ 出典：「政府税制調査会（H27.1.18）」筒井教授説明資料より作成

女性労働力参加率と合計特殊出生率

○ OECD加盟国における女性労働力参加率と合計特殊出生率は、1971年時点では負の関係にあったが、2011年で
は正の関係に変わっている。

○ 女性労働力参加率と合計特殊出生率の負の関係が正に転じたのは、「共働き社会」への移行を経験したスウェー
デンは1984年であるが、性別分業を維持した日本は2006年とされている。

女性労働力参加率と合計特殊出生率の関係（OECD加盟国）

女性労働力参加率と合計特殊出生率の推移（スウェーデン） 女性労働力参加率と合計特殊出生率の推移（日本）

※ 表のデータは、女性労働力参加率はOECD Employment and Labour Force Statistics[2013]、合計特殊出生率はWorld Bank,World Development Indicatorsより。

女性労働力参加率

女性労働力参加率女性労働力参加率 7



※ 出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際
労働比較2017」

就業者及び管理職に占める女性の割合

○ 25～44 歳の女性の就業率、管理職比率は増加傾向にある。
○ 日本と韓国は、男女間の賃金・勤続年数の格差が大きい。
○ 全就業者に占める女性の割合は、欧米諸国に比べ、アジア諸国の割合が低い。管理職に占める女性の割合は、

日本と韓国が、欧米諸国のほか、フィリピン、シンガポール等のアジア諸国と比べても低い水準にとどまっている。
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就業者及び管理職に占める女性の割合女性の社会進出の動向

男女間賃金・勤続年数格差（2015年）

※ 出典：厚生労働省「平成27 年版労働経済の分析」



※ 出典：「第７回働き方改革実現会議（平成２９年２月１４日）」厚生労働大臣配付資料より作成

高齢者就業の現状と課題

○ 「働く高齢者」は増加。「働きたいが働いていない高齢者」は65歳以上で顕著。国際的にも就業意欲は高い。
○ 65歳以上の高齢者の職業別雇用者数をみると、「運搬・清掃・包装等従事者」「サービス職業従事者」「事務従事

者」が多い。
○ 高齢者の希望する働き方は「非正規雇用」が７～８割であり、希望する月収は「10万円未満」が過半。

出典：中高年齢者の転職・再就職調査（平成28年、JILPT）のデータに基づき集計
※現在就業中で今後再就職する際に希望する労働条件

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ ０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００
（％） （％）

以上

希望する働き方（平成27年） 希望する月収（平成27年）

高齢者の就業者数

65歳以上の高齢者の職業別雇用者数

出典：総務省労働力調査

出典：総務省就業構造基本調査に基づき集計
※就業希望者が就業者と就業希望者の合計に占める割合

出典：厚生労働省「平成２９年版 労働経済の分析」

「働きたいが働いていない高齢者」の割合（平成24年）
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（出典）平成29年版 厚生労働白書
内閣府 日本経済2015-2016

※2020年以降は、「将来推計人口（平成24年推計）」の出生中位・死亡中位推計と「平成27年労働力需
給の推計」における「ゼロ成長、労働市場への参加が進まないシナリオ」及び「経済成長、労働市場へ
の参加が進むシナリオ」の就業者数を用いて推計

高齢者世代の労働参加

○ 高齢者1人を支える現役世代の人数（65歳以上の老年人口と15～64歳の生産年齢人口の比率）は
今後も減少していくことが予想される。

○ 一方、非就業者1人に対する就業者の人数（非就業者（子どもを含む。）と就業者の比率）は、これまでも、0.9～1程
度で推移しており、大きな変化はない。

○ 近年、就業者数への60歳以上の寄与がプラスで推移。就業者に占める高齢者のシェアは増加傾向。

10

高齢者現役世代比と非就業者就業者比の推移と予測 就業者数（60歳以上、60歳未満別）の推移



※ 出典：内閣府経済財政諮問会議「２０３０年展望と改革タスクフォース報告書（参考資料集）」より作成

無業者・長期失業者の現状

○ 2030～2040年に日本の中核を担う1980年代、1970年代生まれの世代について、無業者（家事・通学以外の非
労）、長期失業者（１年以上の失業者）の割合をみると、その前の世代と比べて大きく上昇。

○ これらの世代で、無業者は79万人（男性51万人、女性28万人）、長期失業者は38万人（男性29万人、女性９万
人）の計117万人。うち、就業を希望しない無業者（54万人）を除くと、63万人が就業意欲があると考えられる。

11



※ 出典：平成29年版厚生労働白書

就職氷河期の影響

○ バブル崩壊後の就職氷河期に就職した世代は、所定内給与額が減少。
○ 採用抑制による給与水準の高い大企業の労働者割合の低下や、景気の長期低迷により大企業を中心に行わ

れた賃金制度の見直しにより年功的な賃金カーブが抑制された影響が現在まで続いている可能性がある。
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年齢階級別 所定内給与額の変化と要因（男性一般労働者）



※ 出典：「第８回働き方改革実現会議（平成２９年２月２２日）」厚生労働大臣配付資料より作成

外国人材の受入れの現状と課題

○ 外国人労働者は近年増加しているが、労働力人口に占める割合は、諸外国と比較すると低い水準にある。
○ 外国人労働者の多くは、評価システムの透明性や求められる日本語レベルの高さ等に不満を抱いている。
○ 高度外国人材の定着のために専門能力（博士号やMBA）を報酬等に反映している企業は極めて少なく、英語だ

けで仕事ができるようにする取組も極めて限定的。
○ 高度外国人材の採用においては、人材の能力評価、各手続、受入体制が課題。

出所：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況
（平成28年10月末現在）」

100

50

（単位：
万人）

（単位：％）

出所：富士通総研（2010）「企業における高度外国人材活用推進事業報告書」

・社内会議を英語で開催（１％）
・社内の連絡文書を英語で作成（１％）
・入社採用試験を英語で実施（１％）

出所：富士通総研（2010）「企業における高度外国人材活用促進
事業報告書」

注：高度外国人材を現在雇用している295企業による回答
出所：JETRO「2015 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査～

ジェトロ海外ビジネス調査～」 ※回答企業数3,005社、複数回答可

専門能力（博士号／MBA）等
の報酬や処遇への反映状況

英語による仕事の取組状況

高度外国人材の採用に関する課題

外国人労働者数の推移 労働力人口に占める外国人労働者数の割合（2015年） 外国人が日本における就労時に不満に感じること

出所：経済産業省「平成28年通商白書」
（単位：％）
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※【日本】2015年10月末現在の外国人雇用届出状況（特別永住者及び在留資格「外交」・「公用」を除く）。
※【韓国】登録外国人労働者数（就労査証所持者の計）。
※【イギリス】Office for National Statisticsによる隔年の労働力調査に基づく推計値。
※【シンガポール】外国人労働力者数は、永住権保有者を除く。

0

出所：労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2015」
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労働生産性の水準等の国際比較

○ わが国の労働生産性は、欧米諸国と比較して低水準。
○ 米国と比較すると、我が国は労働生産性、IT資本投入ともに低水準であり、ICTを活用して労働生産性を向上さ

せる余地も大きいものと考えられる。
○ 1995年以降、米国・英国は高スキル職種の就業者が増加しているが、日本は低スキル職種が大きく伸びている。
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出典：厚生労働省「平成27年版労働経済の分析」、「働き方の未来2035：一人ひとりが輝くために(第１回)」懇談会事務局提出資料（平成28年１月28日）より作成

労働生産性の水準
（マンアワーベース）

米国を100とした場合の日本におけるIT資本投入と労働生産性の関係

・縦軸：労働生産性の水準又はIT資本投資（米国=100）
・横軸：就業者シェア（2007年から2009年までの平均）

（米ドル）

・労働生産性については、2007年から2009年までの平均値、マンベース。
・IT資本投資については、2002年から2006年までの平均値、マンアワーベース。
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※ 日本、英国のスキル分類については、
OECD“Automation and Independent Work 
in a Digital Economy”より作成。米国のス
キル分類については、Jaison R. Abel and 
Richard Deitz“Job Polarization and Rising 
Inequality in the Nation and the New York-
Northern New Jersey Region”より作成。ス
キルの分類方法が、国によって異なるた
め、国際比較には限界があることに留意
が必要。

※ 1995年から2015年における上昇率。な
お、この期間中に職業分類が改訂されて
おり、推移をみるにあたって留意が必要。

1995年以降のスキル別職種の就業者の変化
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IT資本投入（横軸：米国100）

労働生産性（横軸：米国100）



※ 出典：内閣府経済財政諮問会議「２０３０年展望と改革タスクフォース報告書（参考資料集）」、まち・ひと・しごと創生本部「地域しごと創生会議（第１回 H27.11.17）」資料３より作成

人口集積と労働生産性

○ 人口の集積度が高い都道府県ほど、労働生産性が高い傾向。
○ サービス業は、「生産と消費の同時性」のため、製造業と比べて「密度の経済性」が顕著。立地する市区町村の人

口密度が高いほど全要素生産性（TFP）が高い。
○ 都道府県別の労働生産性は全国で約２倍の開き。産業構造に大きく左右され、製造業比率と一定の相関関係が

ある。賃金水準は労働生産性と相関。 ※サービス業の生産性が高い東京、大阪は例外。サービス業の生産性の高低などにより、一概に該当しないケースあり。

都道府県におけるDID人口密度と労働生産性 人口密度とＴＦＰの関係

（出所）内閣府「地域の経済2012」第３－３－
８図により作成。

（注）１．労働生産性は、各都道府県の総生
産／労働投入量（就業者数×労働時
間）。

２．DIDは、1km2に4,000人以上居住する国勢
調査の基本単位区等が隣接して、総計で
5,000人以上の人口を有する地区。人々が
集まる「都市的地域」として捉えられる。
（ＤＩＤ人口密度=人口集中地区人口/人口
集中地区面積。）

３．2009年のＤＩＤ人口密度は2010年の数値
を使用。

４．回帰式の括弧内はｔ値。

（出所）平成28年10月20日第２回2030年展望と改革タスクフォース資料５森川独立行政法人経済産業研究所副所長提出資料

※個人サービス業を対象とした生産関数の推計
結果に基づき、立地する市区町村の人口密度が２
倍だと全要素生産性（ＴＦＰ）がどれだけ高いかを
パーセント換算。

都道府県別の労働生産性（平成２４年度）

労
働
生
産
性
（単
位
百
万
円
／
人
）
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※ 出典：国土交通省「国土のグランドデザイン２０５０（平成２６年７月４日）」参考資料より作成

東京圏への人口移動と所得格差・有効求人倍率格差の推移

○ 東京圏について転入超過割合と所得格差、有効求人倍率格差（全国平均に対する比率）の関係をみると、
①1990年以前は所得格差との相関が高く（所得が高まると人口流入が増加）、
②1990年代以降は有効求人倍率格差との相関がより高い（有効求人倍率が相対的に高まると人口流入が増加）。

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定統計）」、内閣府「県民経済計算」より国土交通省国土政策局作成。
（注1）東京圏は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
（注2）転入超過割合は「（転入者－転出者）／総人口」、所得格差は「１人あたりの県民所得の東京圏平均／全国値」、有効求人倍率格差は「有効求人倍率の東京圏平均／全国値」で計算。グラフ内の数字は各期間の転入超過割合と格差指標の相関係
数。
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職業別にみた求人・求職の状況

○ 「事務的職業」が求職超過の状況にある一方、「サービスの職業」「販売の職業」「輸送・機械運転の職
業」では求人超過の状況にあり、職業による差異が大きい。

○ 「事務的職業」は、新規求人数に占める割合が10.4％にすぎないが、新規求職者に占める割合が28.3％
と高い。「サービスの職業」は新規求人数に占める割合が25.3％と高いが、新規求職者数に占める割合は
12.0％と低く、ミスマッチが生じている。

出典：厚生労働省「平成29年版労働経済の分析」
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職業別有効求職者数と有効求人数の差

出典：2017年度版中小企業白書

※厚生労働省編職業分類（2011 年改定）による。
（サービスの職業の例）

介護サービスの職業、保健医療サービスの職業、飲食物調
理の職業、接客・給仕の職業、生活衛生サービスの職業

（事務的職業の例）

一般事務の職業、会計事務の職業、営業・販売関連事務の
職業

※左図の「介護関係職種」は、「専門的・技術的職業」、
「サービスの職業」から「介護サービスの職業」等を抽出した
数値。



地域別にみた求人・求職の状況

○ 緩やかな景気回復をうけて、全ての地域において有効求人倍率は改善。
○ 地方都市では、人材面での支援について、企業の行政への期待の高さを示す調査結果も見られる。
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地域ブロック別有効求人倍率の推移

出典：厚生労働省「平成29年版労働経済の分析」 18

圏域で実施する産業振興策として期待すること
（鳥取市が実施した企業アンケート）

出典： 鳥取市圏域産業構造分析（調査時期H28.10）



雇用対策における国・地方の連携強化

○ 地域の雇用問題を解決するためには、様々な取組を一体的に行う必要がある。（例：企業誘致や産業育成
などと職業紹介による企業の人材確保支援、生活困窮者に対する生活支援と職業紹介などの就労支援）

○ 第６次地方分権一括法（H28.5公布）により、地方版ハローワークを創設。
○ Uターン希望には、地域の雇用機会が「あること」と同時に、「知っていること」も影響。

19

出典：厚生労働省HP「雇用対策における国・地方の連携強化について（総論）」
出典：鳥取県HP

地方版ハローワークの例

地元企業を知ったきっかけ―出身地域類型別―（出身県外居住者）出身市町村へのUターン希望―高校時代までの地元企業の認知程度別

出典：独立行政法人 労働政策研究・研修機構「地方における雇用創出２０１７年３月」
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